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はじめに 

 本報告書は 2019年度「地方地域における

外国人人材：青森県の農業分野における短

期労働者を中心に」事業の成果報告書であ

る。昨今地方の人口減少が著しく、特に第一

次産業における人手不足が深刻な問題とな

っている。特に青森県は全国でも農業産出

額は高く、東北では 15 年連続トップ、2018

年は全国 7 位となっている。このため、特

に農業関連事業は青森県にとって生命線で

あるとともに、早急に人手不足への対策が

必要になっている。 

 こういった現状のもと、近年では技能・実

習生、2019年からは特定技能の在留資格で、

海外の人材を積極的に受け入れようという

傾向が強くなっている。実際平成 25年の外

国籍者数 3,975 名が平成 29 年には 5,121 名

になっており、前年比 12.1％増となってお

り、全国でも 7番目の増加率となっている。

青森労働局の発表によれば、平成 30 年 10

月末で外国人労働者数は 3,137 人で過去最

多。そのうちベトナム国籍が最も多く 1,271

人となっている。こうした現状を背景に、今

後ますます増えると思われる人材に対し、

受け入れ態勢がととっているかが常に問わ

れている。実際、技能・実習制度の問題は数

多く報告されており、雇い入れ側の問題や、

また失踪なども起こっている。こうしたケ

ースを少しでも減らすために、2019年から

特定技能が新設されたものの、現場での課

題は多くあるのが現状である。こうした問

題を解決するためには、昔らか言われてい

るように「労働力」ではなく、「人」が来る

ということを大前提に、取り組まなくては

ならない。そして「人」がどのような地域か

ら、どういう経緯でやってくるのかを考え

なくてはならない。本報告はこういった視

点にたって、近年増加傾向の著しいベトナ

ムの社会構造に関する調査報告を行うもの

である。 

  

1 調査概要 

 本調査は 2019 年 12 月 25 日～30 日にか

けて、ベトナム、ホーチミンにておこなわれ

た。すでに 2019 年 3 月、2018 年 9 月には

ベトナムのハノイにて調査を行っており、

ベトナムには 3 回目の訪問となっている。

ハノイが政治の中心であるとするならば、

ホーチミンは経済の中心といえる。そのた

め、都市の雰囲気自体が大きく違う印象を

受けた。 

 訪問先は東アジア最大の日本語学校とい

われる「ドンズー日本語学校」および、「さ

くら日本語学校」である。また日本の大学等
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と協力して、国際文化交流事業を展開して

いる方から情報を頂いた。また最終日には

観光ツアーに参加して、都市部から離れた

農村部の状況を視察した。これらの調査結

果、およびこれまでの蓄積からわかった社

会構造と、送り出し国特有の状況について

報告する。また青森の農業関係の人材補充

を念頭に、提言を行うこととする。 

 

2 社会構造 

2.1 経済格差問題 

 まずベトナムの人口は 2019 年で 9620 万

人であり、東南アジアで 3位、世界では 15

位である。また都市部の人口が 3300 万人、

農村部が 6310 万人。2009 年と比べ約 1000

万人増加している。ハノイの人口が約 78万

人、ホーチミンは約 90 万人であり、人口密

度は 1 ㎢あたり 2398 人と 4363 人である 1。

また格差を表すジニ係数をみると、2018年

全国では 0.424、都市部で 0.372、農村部で

0.407となっており、農村格差が広がってい

ることが指摘されている 2。 

 ホーチミンに一度でも訪問すればわかる

のだが、

高級車が

走ってい

たり、街

ゆく人が

ブランド

品で身を

包んでい

るのを見

かけるの

は珍しく

（写真 1：ユニクロ・ホーチミン）  ない。 

富裕層はおおよそ 1％、ミドル層が 20％と

いわれているが、実際は隠れ富裕層がいる

との指摘もある。地下経済すなわち無申告

収入が多いというのである 3。今回の調査で

は、日本のユニクロが出店した時に、100人

以上の列が店の前にできていたという。ま

た昨今ではイオングループが進出し、郊外

に大きなショッピングモールが登場してい

る。ベトナムの富裕層向けに商品売ってい

るというが、多くの客が訪問している。ベト

ナムの人の購買意欲が高いことがうかがえ

る。 

（写真 2：ハノイ郊外のイオンモール） 

 

（隠れ）富裕層、中間層は、ハノイやホー

チミンといった都市が中心だと思われる。

そのため、日本に技能・実習生として来る

人々は、主に周辺農村部の貧困層だと考え

られる。また都市部を除けは、ベトナム南部

より北部の方が、貧困層が多く、あとはベト

ナム中部が貧困地域である。来日する人々

の多くはこうした貧困地域から、ハノイや

ホーチミンといった都市を経由し、派遣会

社を通じて日本にわたると思われる。 

そのため来日する人々の社会的事情を伺

うためには、都市を離れた地域に訪問する

必要があるだろう。 
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2.2 ホーチミン：ドンズー日本語学校 

 今回ホーチミンで訪れたドンズー日本語

学校は、「日本語を学ぶための学校」であり、

派遣企業に付属した日本語学校ではなかっ

た。ドンズー日本語学校は 1991年ホーチミ

ン市に設立され、1996 年に本校舎が完成し

た。学生数は 2006 年には約 5000 人の学生

が在籍し、分校が 3校となった。2015年に

約 5824 名、分校 5 校、教員数が 50 名であ

った。現在はクラスを減らしており、学生数

約 3000人である。分校は留学生育成センタ

ーを含めると、6校になっている。日本語の

専門学校として機能しており、ここで学ん

だ人の多くが日本へ留学、またはベトナム

国内の日本企業などへ就職を目的としてい

る。 

（写真 3：ドンズー日本語学校の様子） 

 

留学生育成センターは全寮制であり、徹

底的な日本語の習得をめざす。日本人の教

師もおり、会話の授業も充実している。副校

長によると、「最近は日本で定年退職した人」

「大学卒業まもない若い人」が応募してく

るという。「ホーチミン市内では給料はよい

方」だとは言え、日本と比べれば安く、また

日本語学校はほぼ毎日授業を行っているた

め、「非常に忙しい」という。そのため、「様々

な経験を積むことも目的として、若い人に

来てほしい」と述べていた。 

 副校長の話からわかったことは、ホーチ

ミンではすでに多くの働き口があり、わざ

わざ日本に働きに行く必要がないことであ

る。すでに経済的にも発展し、都市内での労

働力需要がおおい。さらに日系企業がベト

ナムで展開しており、給与もベトナム企業

よりいい。そのため国内の日本企業で働く

ことを考えている若者が多いという。さら

に言えば、世界に目を向けている学生は、日

本語よりも英語を積極的に学んでいるとい

う。すなわち最エリート層は欧米圏を目指

すという。日本に技能・実習で来る人は「農

村部から都市部に出てきて、派遣業者に高

いお金をはらって、稼ぎにいっている貧困

層」と説明を受けた。 

 

2.3 郊外地域からわかること 

 上記のような説明を受けたため、少しホ

ーチミンから離れた地域に訪問するため、

メコン川デルタクルーズツアーに参加する

ことにした。ホーチミンの中心地から車で、

約 2 時間でメコン川に到着する。メコン川

は全長 4000km、チベットから流れる大河で

ある。ツアーではメコンデルタ地帯にある

ミート市の小さな島を訪問した。川と共に

生きる人々の生活が伺えるようになってい

る。メコンデルタ地域はベトナム南部の 12 

      （写真 4：メコン川） 
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県にまたがり、中心都市はカントー（Can 

Tho）である。デルタに暮らす人々は 1860万

人で、ベトナム人口の 26％（2012年時点）。

米を中心とし、穀物生産量も 53％、漁獲量

の80％、果樹生産量の75％をしめている 4。

すなわちベトナムの台所である。こういっ

た地域は、都市型ではなく稲作中心の農村

部である。また観光地化されており、多くの

観光客でにぎわっていた。都市を離れるに

したがい、広大なサトウキビ畑や稲作地が

広がりはじめる。車から見える住居もバラ

ック小屋といったイメージの方が強い。肥

沃な土地であるため、食べていくには困ら

ないが、お金を持っているという感じでは

ない。この地方はまだ、食料の生産量が高い

が、他の地域はいかなるものであるのか。貧

困地域が北部のハノイ周辺地と、ベトナム      

（写真 5：メコン川の中の島の街並み） 

中部であることはこういったところからも

想像できる。いずれにせよ都市部を離れ、よ

り自然の多い地域に行くことで見えてくる

ものも大きいといえる。 

 

まとめ 

 今回の調査でわかったことを端的にまと

めると、日本に技能・実習生（特的技能）と

して来る人々は、国内の経済的な格差とい

う社会構造を背景にやってくるということ

である。そして、農村部内での格差は広いま

まであり、それはデルタといったような肥

沃な土地であるかどうかによってもまた変

わってくるといえるだろう。 

 最後に青森での受け入れについて若干述

べておけば、まず大きな違いは気候も含め

た生活習慣にあるだろう。冒頭に述べたが

あくまでも来日するのは「人」である。その

ため生活者という視点から受け入れ態勢を

考える必要がある。例えば料理、買い物、医

療も含め、地域の人との交流方法も含めて、

すべてを包括的に考える必要があるだろう。

生活が安定していれば、その分充実した仕

事ができるのは皆同じであろう。特に都心

部より平均的に賃金の低い地方都市におい

ては、そうした人との交流を含めた、生活の

質の補償こそが多くの人を受け入れる重要

なポイントとなるだろう。 
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